



















































世紀初めの太宝律令 (702), 義老律令 (757)を受けついで，五等親図という
身分序列をつくり，封建的家族道徳違反の罪を厳罰に処することによって刑法





























(2) 福島正夫『日本資本主義と「家」制度』 (1967年） 243, 244頁。鈴木安蔵・前掲書・
83, 84頁。






























(4) 大竹秀男「日本近代化始動期の家族法」 『家族史研究 4』 (1981年） 16頁。
(5) 高柳真三・前掲書・ 27,28頁。福島正夫・前掲書・ 144-149頁。





























































(10) 石井良助「明治初年の婚姻法」 『家族問題と家族法 I 結婚』 (1958年） 206頁。宵






























(1) 玉城肇『新版 日本家族制度論』 (1971年） 213頁。
UZ) 例えば，森有礼［妻妾論」『日本婦人間題資料集成 5家族制度』(1976年） 341頁以下。
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(23) 中）I善之助『日本親族法』 (1942年） 141頁以下参照。
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(29) 有地亨「明治民法と『家』の再編成」 （前掲） 51頁。
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C3) 伊藤幹治『家族国家観の人類学』 (1982年） 6, 36頁。
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閲 玉城肇「R本における『家族制度』思想および『家族国家』思想」 『家族問題と家
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翻 『大日本帝国議会誌』第8巻 (1928年） 1418, 1419頁。































{4(≫ 磯野誠一「明治民法の変遷」 『家族間題と家族法 I』（前掲） 361-365頁。
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(46) 『近代日本教育制度史料 第 7巻』（前掲） 351頁。
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M 山村賢明・前掲論文 ・92,96, 97頁。
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(5) 我妻栄編『戦後におげる民法改正の経過』 (1956年） 41頁以下， 248頁以下参照。

























































































































































(6~ 青山道夫「家族制度復活の問題」 『続近代家族法の研究』（前掲） 220頁。
(6() 青山道夫『家族制度論』（前掲） 133, 134頁。
(65) 我妻栄「憲法24条は改正すべきか」法律時報27巻 1号72頁c
(6~ 経済企画庁国民生活局編『日本の家庭』 (1980年） 38, 39頁。


























(69) 柴田悦子・久米弘子『婦人問題論入門』 (1983年） 11頁（久米弘子）。
閥 「本人の結婚費用の親の負担」を国際比較でみると，日本は， 「全部負担してもら
ったが40.6%, 「一部負担してもらった」が34.3%, 「負担してもらわなかった」が
20.5%であるのに対して， アメリカ， イギリスは， それぞれ，親の全部負担が21.7 
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⑰ 経済企画庁編『国民生活白書』昭和56年度版・ 272, 273頁。
(/3) イギリス，アメリカについては，松原治郎『核家族時代』 (1969年） 194頁以下， フ





（ウェ） a. 同居子を含む場合 b. 別居子のみの場合
イト —・ーデシマ イギリ アメリ 日本 デンマ イギリ アメリ 日本ーク ス 力 ーク ス 力
毎 日(10点） 62 69 65 82 46 37 48 18 
週 1回以上(5点） 22 17 19 3 32 35 29 16 
月1回以上(3点） 10 8 7 6 14 16 10 30 
年1回以上(1点） 5 4 7 7 7 8 10 36 
年 1回未満(O点） 1 2 2 2 ! 1 4 3 10 
— -·-------·-—-----. . -—-· ・--・ 一 ーとー•一·-
i-1・100 100 100 100 100 100 100 100 
ウェたイ総トづ点
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100. 0 43. 2 4. 3 12. 1 35. 1 2. 8 2. 6 
男性 100.o I 45. 4 4. 1 11. 4 34. o 2. 6 2. 3 
女性 1 100. 0 J 19. 7 5. 6 I 19. 2 46. 5 4. 0 5. 1 
（学歴別〕計
100. 0 43. 2 4. 3 12. 1 35. 0 2. 8 2. 6 
小卒 100.0 52.4 2.9 7.4 33.1 1.6 2.5 
旧制中学 100.0 39. 4 5. 5 14. 8 34. 4 3. 2 2. 7 
旧制高・専・大卒 100.0 29.0 . 5.4 17.7 40.8 4.5 2.6 
（同・別居別〕 叶 ！ ： 
: 100. o 43. 1 i 4. 2 I 12. 2 1 35. 2 2. s 2. 6 
子と別居 j 100. 0 29. 9 I 5. 2 I 15. 8 40. 9 4. 6 3. 6 
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(80) 内閣総理大臣官房老人対策虫編『老人の生活と滋識』 (1982年） 28頁。
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図表12 わが1且lぱ欧米にくらべ，主として夫や家族全員で家れをする割合が低い
（単位：％）
国 名 夫 妻 ＇ 子ども 家族全員その他の人
； 一. ・・-・--―-.• 
日本 0.8 88. 6 • 3. 2 , 3. 5 2. 6 
アメリカ 6. s 64. o 1. 3 I 20. 6 o. 9 
- -・ —---1··----- -・-- -・-- . 
スウ ェーデ 1/ 9. 5 52. 8 0. 7 35. 9 0. 4 
, --・・-
西ドイツ 4.4 72.0 ! 2.8 17.5 2.0 ― - . — 、 •一・- - -- -
イギリス 14. 9 55. 9 I 3. 4 20. 2 0. 6 
- ----- . . -------・-






(g3) 渡辺みよ子他編『いま家事労懺に問われるもの』 (1984年） 86, 87頁（西島芳子）。
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アメリカの夫婦は， 夫婦いっしょに買物にいったり (50. 8 %), レストラソ
で食事したり (48. 2%), 映画・観劇をしたり (39.8%), バーティ (36.6%) 












と「牛島調査」 (1952年） 図表14 結婚してからの年数と幸幅度
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（％） 1. 7 (%) 
87. 3 I 36 .5 イギリス
85 .o I 43 .1 アメリカ
83 .o I 35 .8 西ドイツ
63.5 日本
7.:3 
恢／／／／笏非常に裔い I I翡い I苓裟唸穏蒻：：淡：：:i w-通













































(90) 福岡・女性と職業研究会編『家事・育児を分担する男たち』 (1982年） 206頁（酒井・
嘉子・久保加津子）。
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卑の思想を基本的内容とするものであり，民主主義の原則とは相入れない。国
家主義との結合はなくなったが，それに代って企業主義と結びついて「猛烈社
員」や「仕事人間」が奨励され，妻の奉仕と低賃金労働による企業奉仕に家父
長的家族観が利用されている。また，嫁・姑問題など「家」意識が個人の自由
を制約したり家族紛争を生ぜしめる問題は残っており，賃金格差など履傭差別
や性別役割分担の固定化により女性の社会参加が制約されるという不利益が
「家」的婦人観の存在と結びついている。戦後の民主化により「家」的家族観
の権威主義的側面は緩和されたが，まだ形を変えて二つの家族観の対抗は続い
ている。今後は男女平等の実質化が一層強く主張されるであろうし，それは，
婦人や子供の自立をめぐって，それを推進する立場とおしとどめる立場との対
抗として進んでいくであろう。家族観の調整を誤れば家族破綻につながる。進
歩の方向を見極めるとともに，対話を重視した自立と共同の家庭づくりが望ま
れる。
- 55 -
